
JP 5124901 B2 2013.1.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、天然由来の有機充填剤１～３５０重量部、グ
リセリン系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤およびポリアルキレングリコール系可塑剤か
ら選択した少なくとも１種の結晶化促進剤０．０１～５重量部を配合してなる樹脂組成物
を成形してなる木材代替材料であり、吸水厚さ膨張率が１％以下である木材代替材料。
【請求項２】
樹脂組成物が、カルボキシル基反応性末端封鎖剤を配合してなるものである請求項１に記
載の木材代替材料。
【請求項３】
天然由来の有機充填剤の灰分量が５重量％以上３０重量％以下である請求項１または２に
記載の木材代替材料。
【請求項４】
植物資源由来の樹脂以外の脂肪族ポリエステル樹脂および／または脂肪族芳香族ポリエス
テル樹脂、耐衝撃改良剤、無機充填剤から選ばれる少なくとも１種を配合してなるもので
ある請求項１～３のいずれかに記載の木材代替材料。
【請求項５】
植物資源由来の樹脂が、ポリ乳酸樹脂であり、示差走査熱量計により２００℃から降温速
度２０℃／分で測定した木材代替材料中のポリ乳酸樹脂由来の降温時の結晶化温度（Ｔｃ
）が１００℃以上である請求項１～４のいずれかに記載の木材代替材料。
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【請求項６】
天然由来の有機充填剤の５０重量％以上が古紙粉末である請求項１～５のいずれかに記載
の木材代替材料。
【請求項７】
天然由来の有機充填剤が、アルミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄を含む紙粉である請
求項１～６のいずれかに記載の木材代替材料。
【請求項８】
湿潤時曲げ強度が２０ＭＰａ以上、含水率が１％以下から選ばれる少なくとも一つの条件
を満たす請求項１～７のいずれかに記載の木材代替材料。
【請求項９】
木材代替材料が土木資材、建材、家具部材、パチンコ部品用材料のいずれかである請求項
１～８のいずれかに記載の木材代替材料。
【請求項１０】
植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、天然由来の有機充填剤１～３５０重量部、グ
リセリン系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤およびポリアルキレングリコール系可塑剤か
ら選択した少なくとも１種の結晶化促進剤０．０１～５重量部を配合してなるパチンコ部
品用材料。
【請求項１１】
植物資源由来の樹脂が、ポリ乳酸樹脂である請求項１０に記載のパチンコ部品用材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、木材として必要な釘打ち性、切削性などの加工性に優れる再生可能な木材代
替材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　石油等の化石燃料の枯渇の問題がクローズアップされ、特にプラスチック材料としては
、植物資源由来の樹脂からなるバイオポリマーが注目されている。
【０００３】
　これらの中でも、ポリ乳酸は、モノマーである乳酸が微生物を利用した発酵法により安
価に製造され、融点もおよそ１７０℃と高く、溶融成形可能なバイオポリマーとして期待
されている。
【０００４】
　一方、近年、世界的な木材資源の枯渇および地球環境保護の観点から、木材代替材料が
強く求められている。また、使用後の木材は、その多くが廃棄物として扱われ、大量に不
法投棄されるなどの社会問題となっている。一部では、切削、粉砕され、パーティクルボ
ードや繊維板などの木質ボードや製紙原料などの工業用原料としてリサイクルされている
が、合板、集成材、角材などとして各種産業資材用途に再利用することは困難であるとい
う点においても、繰り返し同じ用途に再利用できるリサイクル性の高い木材代替材料が求
められている。
【０００５】
 また、パーティクルボードや繊維板などの木質ボードや合板などは、吸水による寸法変
化や強度低下が著しく、屋外など吸水しやすい条件での使用が制限されるため、耐水性に
優れる木材代替可能な材料が求められている。
【０００６】
　特許文献１には、ポリ乳酸および木粉もしくはセルロース粉末の混合物と不飽和カルボ
ン酸又はその誘導体をラジカル発生剤の存在下に加熱混練してなる樹脂組成物およびその
樹脂組成物からなる成形品について提案がなされているが、組成物中のポリ乳酸樹脂の結
晶化特性はポリ乳酸樹脂単独の結晶化特性と変わっていないため、耐熱性や寸法安定性に
劣るという問題があった。
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【特許文献１】特開平１１－１２４４８５号公報（第２－４頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、木材として必要な釘打ち性、切削性などの加工性に優れた再生可能な木材代
替材料を提供することを課題とする。
【０００８】
　　本発明は、結晶化特性を改良することにより、上記加工性に加え、さらに機械的強度
、耐熱性に優れた木材代替材料を提供することを課題とする。
【０００９】
　さらに本発明は、好ましい添加剤を配合することにより、上記加工性に加え、さらに耐
水性に優れた木材代替材料を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは上記問題点を解決するために鋭意研究を重ねた結果、本発明に到達した。
【００１１】
　すなわち本発明は、
（１）植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、天然由来の有機充填剤１～３５０重量
部、グリセリン系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤およびポリアルキレングリコール系可
塑剤から選択した少なくとも１種の結晶化促進剤０．０１～５重量部を配合してなる樹脂
組成物を成形してなる木材代替材料であり、吸水厚さ膨張率が１％以下である木材代替材
料、
（２）樹脂組成物が、カルボキシル基反応性末端封鎖剤を配合してなるものである上記（
１）に記載の木材代替材料、
（３）天然由来の有機充填剤の灰分量が５重量％以上３０重量％以下である上記（１）ま
たは（２）に記載の木材代替材料、
（４）植物資源由来の樹脂以外の脂肪族ポリエステル樹脂および／または脂肪族芳香族ポ
リエステル樹脂、耐衝撃改良剤、無機充填剤から選ばれる少なくとも１種を配合してなる
ものである上記（１）～（３）のいずれかに記載の木材代替材料、
（５）植物資源由来の樹脂が、ポリ乳酸樹脂であり、示差走査熱量計により２００℃から
降温速度２０℃／分で測定した木材代替材料中のポリ乳酸樹脂由来の降温時の結晶化温度
（Ｔｃ）が１００℃以上である上記（１）～（４）のいずれかに記載の木材代替材料、
（６）天然由来の有機充填剤の５０重量％以上が古紙粉末である上記（１）～（５）のい
ずれかに記載の木材代替材料、
（７）天然由来の有機充填剤が、アルミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄を含む紙粉で
ある上記（１）～（６）のいずれかに記載の木材代替材料、
（８）湿潤時曲げ強度が２０ＭＰａ以上、吸水厚さ膨張率が１％以下、含水率が１％以下
から選ばれる少なくとも一つの条件を満たす上記（１）～（７）のいずれかに記載の木材
代替材料、
（９）木材代替材料が土木資材、建材、家具部材、パチンコ部品用材料のいずれかである
上記（１）～（８）のいずれかに記載の木材代替材料、
（１０）植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、天然由来の有機充填剤１～３５０重
量部、グリセリン系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤およびポリアルキレングリコール系
可塑剤から選択した少なくとも１種の結晶化促進剤０．０１～５重量部を配合してなるパ
チンコ部品用材料、および
（１１）植物資源由来の樹脂が、ポリ乳酸樹脂である上記（１０）に記載のパチンコ部品
用材料、である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、木材として必要な釘打ち性、切削性などの加工性、機械特性、耐久性
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に優れる再生可能な木材代替材料が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明に用いられる（Ａ）植物資源由来の樹脂とは、樹脂を形成するモノマーの一部ま
たは全部が、トウモロコシ、サツマイモ、サトウキビ、木材などの植物資源から作られる
ものであれば特に限定されるものでなく、具体的には、ポリ乳酸樹脂、ポリグリコール酸
樹脂、ポリヒドロキシブチレートなどのポリヒドロキシアルカノエート樹脂、セルロース
エステル樹脂、ポリプロピレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンサクシネート樹脂など
を挙げることができるが、ポリ乳酸樹脂が特に好ましい。
【００１４】
　本発明に用いられるポリ乳酸樹脂とは、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳酸を主たる構成
成分とするポリマーであるが、乳酸以外の他の共重合成分を含んでいてもよい。他のモノ
マー単位としては、エチレングリコール、ブロピレングリコール、ブタンジオール、ヘプ
タンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジオール、ノナンジオ－ル、デカンジオール
、１，４－シクロヘキサンジメタノ－ル、ネオペンチルグリコール、グリセリン、ペンタ
エリスリトール、ビスフェノ－ルＡ、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコー
ルおよびポリテトラメチレングリコールなどのグリコール化合物、シュウ酸、アジピン酸
、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジオン酸、マロン酸、グルタル酸、シクロヘキサ
ンジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ビ
ス（ｐ－カルボキシフェニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４，４´－ジフェニ
ルエーテルジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、５－テトラブチルホスホ
ニウムイソフタル酸などのジカルボン酸、グリコール酸、ヒドロキシプロピオン酸、ヒド
ロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ安息香酸などのヒド
ロキシカルボン酸、およびカプロラクトン、バレロラクトン、プロピオラクトン、ウンデ
カラクトン、１，５－オキセパン－２－オンなどのラクトン類を挙げることができる。こ
のような共重合成分は、全単量体成分中、通常０～３０モル％の含有量とするのが好まし
く、０～１０モル％であることが好ましい。
【００１５】
　本発明においては、耐熱性の点から、乳酸成分の光学純度が高いポリ乳酸樹脂を用いる
ことが好ましい。すなわち、ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分の内、Ｌ体が７０％以上含まれる
かあるいはＤ体が７０％以上含まれることが好ましく、Ｌ体が８０％以上含まれるかある
いはＤ体が８０％以上含まれることが特に好ましく、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるい
はＤ体が９０％以上含まれることが更に好ましく、Ｌ体が９８％以上含まれるかあるいは
Ｄ体が９８％以上含まれることが更に好ましく、Ｌ体が９９％以上含まれるかあるいはＤ
体が９９％以上含まれることが更に好ましい。また、Ｌ体またはＤ体の含有量の上限は通
常１００％以下である。
【００１６】
　ポリ乳酸樹脂の製造方法としては、公知の重合方法を用いることができ、乳酸からの直
接重合法、およびラクチドを介する開環重合法などを挙げることができる。
【００１７】
　ポリ乳酸樹脂の分子量や分子量分布については、実質的に成形加工が可能であれば、特
に限定されるものではないが、重量平均分子量としては、通常１万以上、好ましくは４万
以上、さらに８万以上であることが望ましい。ここでいう重量平均分子量とは、ゲルパー
ミエーションクロマトグラフィーで測定したポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算
の分子量をいう。
【００１８】
　ポリ乳酸樹脂の融点は、特に限定されるものではないが、１２０℃以上であることが好
ましく、さらに１５０℃以上であることが好ましく、特に１６０℃以上であることが好ま
しい。ポリ乳酸樹脂の融点は、通常乳酸成分の光学純度を高くすることにより高くなり、
融点が１２０℃以上のポリ乳酸樹脂は、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるいはＤ体が９０
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％以上含まれることにより、また融点が１５０℃以上のポリ乳酸樹脂は、Ｌ体が９５％以
上含まれるかあるいはＤ体が９５％以上含まれることにより、得ることができる。
【００１９】
　植物資源由来の樹脂は１種を使用しても良いし、２種以上を組み合わせて使用しても良
い。
【００２０】
　本発明で用いる（Ｂ）天然由来の有機充填剤としては、天然物に由来するものであれば
、どんなものでも用いることができるが、セルロースを含むものであることが好ましい。
【００２１】
　天然由来の有機充填剤の具体例としては、籾殻、木材チップ、おから、古紙粉砕材、衣
料粉砕材などのチップ状のもの、綿繊維、麻繊維、竹繊維、木材繊維、ケナフ繊維、ヘン
プ繊維、ジュート繊維、バナナ繊維、ココナッツ繊維などの植物繊維もしくはこれらの植
物繊維から加工されたパルプやセルロース繊維および絹、羊毛、アンゴラ、カシミヤ、ラ
クダなどの動物繊維などの繊維状のもの、紙粉、木粉、竹粉、セルロース粉末、籾殻粉末
、果実殻粉末、キチン粉末、キトサン粉末、タンパク質、澱粉などの粉末状のものが挙げ
られ、成形性の観点から、紙粉、木粉、竹粉、セルロース粉末、籾殻粉末、果実殻粉末、
キチン粉末、キトサン粉末、タンパク質粉末、澱粉などの粉末状のものが好ましく、紙粉
、木粉、竹粉、セルロース粉末がより好ましく、紙粉や木粉がさらに好ましく、紙粉が特
に好ましい。また、これらの天然由来の有機充填剤は、天然物から直接採取したものを用
いてもよいが、地球環境の保護や資源保全の観点から、古紙、廃木材および古衣などの廃
材をリサイクルして用いてもよい。
【００２２】
　古紙とは、新聞紙、雑誌、その他の再生パルプ、もしくは、段ボール、ボール紙、紙管
などの板紙であり、植物繊維を原料として加工されたものであれば、いずれを用いてもよ
いが、成形性の観点から、新聞紙および段ボール、ボール紙、紙管などの板紙の粉砕品が
好ましい。
【００２３】
　また、木粉に使用される木材の具体例としては、松、杉、檜、もみ等の針葉樹材、ブナ
、シイ、ユーカリなどの広葉樹材などがあり、その種類は問わない。
【００２４】
　紙粉としては、特に限定されるものではないが、成形性の観点から、接着剤を含むこと
が好ましい。接着剤としては、紙を加工する際に通常使用されるものであれば特に限定さ
れるものではなく、酢酸ビニル樹脂系エマルジョンやアクリル樹脂系エマルジョンなどの
エマルジョン系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、セルロース系接着剤、天然ゴム
系接着剤、澱粉糊およびエチレン酢酸ビニル共重合樹脂系接着剤やポリアミド系接着剤な
どのホットメルト接着剤などを挙げることができ、エマルジョン系接着剤、ポリビニルア
ルコール系接着剤およびホットメルト接着剤が好ましく、エマルジョン系接着剤およびポ
リビニルアルコール系接着剤がより好ましい。なお、これらの接着剤は、紙加工剤用のバ
インダーなどとしても使用されるものである。また、接着剤には、クレー、ベントナイト
、タルク、カオリン、モンモリロナイト、マイカ、合成マイカ、ゼオライト、シリカ、グ
ラファイト、カーボンブラック、酸化マグネシウム、酸化カルシウム、酸化チタン、硫化
カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、硫酸バリウム、酸化ア
ルミニウムおよび酸化ネオジウムなどの無機充填剤が含まれていることが好ましく、クレ
ー、ベントナイト、タルク、カオリナイト、モンモリロナイト、合成マイカおよびシリカ
がより好ましい。
【００２５】
　紙粉としては、結晶化特性を向上することができるという点から、製紙用原料として一
般的に使用される薬品、例えば、ロジン系、アルキルケテンダイマー系、アルケニル無水
コハク酸系などのサイズ剤、ポリアクリルアミド系、でんぷん系などの紙力増強剤、ポリ
エチレンイミンなどの歩留まり向上剤、高分子凝集剤、濾水性向上剤、非イオン性界面活
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性剤などの脱墨剤、有機ハロゲン系などのスライムコントロール剤、有機系もしくは酵素
系などのピッチコントロール剤、過酸化水素などの洗浄剤、消泡剤、顔料分散剤および潤
滑剤などの有機物、サイズ剤の定着剤として使用される硫酸アルミニウム、ポリアルミニ
ウムクロリド、それ以外にも製紙用原料として使用される水酸化ナトリウム、水酸化マグ
ネシウム、硫酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、塩化アルミニウム、塩素酸ソーダなどの
無機物を含むことが好ましい。
【００２６】
　また、紙粉としては、成形性の観点から、灰分が５重量％以上であることが好ましく、
５．５重量％以上であることがより好ましく、８重量％以上であることがさらに好ましい
。上限については、特に限定されるものではないが、６０重量％以下が好ましく、３０重
量％以下がより好ましい。ここで、灰分とは、電気炉などを用いて４５０℃以上の高温で
８時間有機充填剤を焼成した時の残存する灰分の重量の焼成前の紙粉の重量に対する割合
である。
【００２７】
　また、紙粉としては、紙粉中に５～２０重量％の無機化合物を含有するものが好ましく
、無機化合物の元素としてアルミニウム、ケイ素、カルシウムを含有するものがより好ま
しく、アルミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄を含有するものがさらに好ましく、アル
ミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄、マグネシウムを含有するものが特に好ましく、さ
らにアルミニウムの含有量がマグネシウムの含有量の２倍以上のものが特に好ましい。
【００２８】
　アルミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄、マグネシウムの存在量比としては、特に限
定されるものではないが、例えば、上記元素の総数を１００とした場合、アルミニウムが
１～６０モル％、ケイ素が２０～９０モル％、カルシウムが１～３０モル％、硫黄が１～
２０モル％、マグネシウムが０～２０モル％であることが好ましく、アルミニウムが１０
～５５モル％、ケイ素が２０～８５モル％、カルシウムが１～２５モル％、硫黄が１～１
５モル％、マグネシウムが０～１０モル％であることがより好ましく、アルミニウムが２
０～５０モル％、ケイ素が２５～８０モル％、カルシウムが３～２０モル％、硫黄が２～
１０モル％、マグネシウムが０～８モル％であることがさらに好ましい。これらの元素分
析については、天然由来の有機充填剤の単体、天然由来の有機充填剤の灰分のいずれを用
いても測定することができるが、本発明においては灰分を用いる。なお、元素分析は、蛍
光Ｘ線分析、原子吸光法、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）もしくは透過型電子顕微鏡（ＴＥ
Ｍ）とエネルギー分散形Ｘ線マイクロアナライザー（ＸＭＡ）を組み合わせた装置を用い
ることにより、測定することができるが、本発明においては蛍光Ｘ線分析を用いる。
【００２９】
　また、紙粉としては、成形性の観点から、表面上に微粒子が付着するセルロースを含む
ことが好ましい。微粒子とは、特に限定されるものではなく、前述したような接着剤に含
まれる無機充填剤であってもよいし、有機物もしくはその他の無機物のいずれであっても
よいが、粒子がケイ素とアルミニウムを含有するものが好ましい。微粒子の形状は、針状
、板状、球状のいずれであってもよい。微粒子のサイズは、特に限定されるものではない
が、０．１～５０００ｎｍの範囲に分布していることが好ましく、０．３～１０００ｎｍ
の範囲に分布していることがより好ましく、０．５～５００ｎｍの範囲に分布しているこ
とがさらに好ましく、１～１００ｎｍの範囲に分布していることが特に好ましく、１～８
０ｎｍの範囲に分布していることが最も好ましい。なお、ここで特定の範囲に「分布して
いる」とは、微粒子総数の８０％以上が特定の範囲に含まれることを意味する。微粒子の
付着形態は、凝集状態もしくは分散状態のいずれでもよいが、分散状態で付着しているこ
とがより好ましい。上記微粒子のサイズは、植物資源由来の樹脂と天然由来の有機充填剤
を配合した樹脂組成物から得られる成形品を透過型電子顕微鏡により８万倍の倍率で観察
することができ、観察する微粒子の総数は任意の１００個とする。
【００３０】
　また、紙粉以外のその他の天然物由来の有機充填剤においても、上記特徴、すなわち、
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灰分量、その組成を有するもの、微粒子が付着したものを選択して用いることが好ましい
。
【００３１】
　また、本発明においては、本発明で用いる樹脂組成物が得られる限り、天然物由来の有
機充填剤を一種または二種以上で用いることができるが、上記好ましい特徴を有する紙粉
を含むものであることが好ましい。また、古紙粉末を５０重量％以上含んでいることが好
ましい。
【００３２】
　本発明においては、（Ｃ）防虫剤および／または防腐剤を配合することが好ましく、中
でも、防虫剤を配合することがシロアリやキクイムシなどの材料としての耐久性を低下さ
せる害虫を駆除できるという点で好ましい。防虫剤の中で、特に防蟻性効果のあるものは
防蟻剤とも呼ばれる。防虫剤および／または防腐剤としては、特に制限はなくいずれも使
用することができるが、比較的取り扱いやすい、ホウ酸塩、ペルメトリンおよびアクリナ
トリンなどのピレスロイド系薬剤、エトフェンプロックスおよびシラフルオフェンなどの
ピレスロイド様薬剤、ヒノキチオールおよびツヨプセンなどのヒバ油に含まれる化合物ま
たはそれらの金属塩もしくは金属錯体、カプリン酸、ウコン、フィプロニル、イミダクロ
プリド、アセタミプリドなどが好ましく、ヒノキチオールおよびツヨプセンなどのヒバ油
に含まれる化合物またはそれらの金属塩もしくは金属錯体、カプリン酸、ウコン、フィプ
ロニル、イミダクロプリド、アセタミプリドがより好ましく、ヒノキチオールまたはそれ
らの金属塩もしくは金属錯体、フィプロニル、イミダクロプリドがさらに好ましい。
【００３３】
　防虫剤および／または防腐剤の添加量は、特に限定されるものではないが、植物資源由
来の樹脂１００重量部に対して、０．０１～１５重量部が好ましく、また０．１～１０重
量部がより好ましく、さらには０．５～５重量部が最も好ましい。
【００３４】
　本発明においては、さらに（Ｄ）カルボキシル基反応性末端封鎖剤を配合することが好
ましい。本発明で使用するカルボキシル基反応性末端封鎖剤としては、ポリマーのカルボ
キシル末端基を封鎖することのできる化合物であれば特に限定されるものではなく、ポリ
マーのカルボキシル末端の封鎖剤として用いられているものを用いることができる。本発
明においてかかるカルボキシル基反応性末端封鎖剤は、植物資源由来の樹脂の末端を封鎖
するのみではなく、植物資源由来の樹脂や天然由来の有機充填剤の熱分解や加水分解など
で生成する乳酸やギ酸などの酸性低分子化合物のカルボキシル基も封鎖することができる
。また、上記末端封鎖剤は、熱分解により酸性低分子化合物が生成する水酸基末端も封鎖
できる化合物であることがさらに好ましい。
【００３５】
　このようなカルボキシル基反応性末端封鎖剤としては、エポキシ化合物、オキサゾリン
化合物、オキサジン化合物、カルボジイミド化合物から選ばれる少なくとも１種の化合物
を使用することが好ましく、なかでもエポキシ化合物および／またはカルボジイミド化合
物が好ましい。
【００３６】
　本発明にカルボキシル基反応性末端封鎖剤として用いることのできるエポキシ化合物と
しては、グリシジルエーテル化合物、グリシジルエステル化合物、グリシジルアミン化合
物、グリシジルイミド化合物、脂環式エポキシ化合物を好ましく使用することができる。
これらを配合することで、機械特性、成形性、耐熱性および耐久性に優れた成形品を得る
ことができる。
【００３７】
　グリシジルエーテル化合物の例としては、ブチルグリシジルエーテル、ステアリルグリ
シジルエーテル、アリルグリシジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、ｏ－フェニ
ルフェニルグリシジルエーテル、エチレンオキシドラウリルアルコールグリシジルエーテ
ル、エチレンオキシドフェノールグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジル
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エーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリ
シジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコ
ールジグリシジルエーテル、ポリテトラメチレングリコールジグリシジルエーテル、シク
ロヘキサンジメタノールジグリシジルエーテル、グリセロールトリグリシジルエーテル、
トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトールポリグリシジル
エーテル、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－
ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホンなどのビスフェ
ノール類とエピクロルヒドリンとの縮合反応から得られるビスフェノールＡジグリシジル
エーテル型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、ビス
フェノールＳジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂などを挙げることができる。なかでも
、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が好ましい。
【００３８】
　グリシジルエステル化合物の例としては、安息香酸グリシジルエステル、ｐ－トルイル
酸グリシジルエステル、シクロヘキサンカルボン酸グリシジルエステル、ステアリン酸グ
リシジルエステル、ラウリン酸グリシジルエステル、パルミチン酸グリシジルエステル、
バーサティック酸グリシジルエステル、オレイン酸グリシジルエステル、リノール酸グリ
シジルエステル、リノレン酸グリシジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエステル、
イソフタル酸ジグリシジルエステル、フタル酸ジグリシジルエステル、ナフタレンジカル
ボン酸ジグリシジルエステル、ビ安息香酸ジグリシジルエステル、メチルテレフタル酸ジ
グリシジルエステル、ヘキサヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、テトラヒドロフタル
酸ジグリシジルエステル、シクロヘキサンジカルボン酸ジグリシジルエステル、アジピン
酸ジグリシジルエステル、コハク酸ジグリシジルエステル、セバシン酸ジグリシジルエス
テル、ドデカンジオン酸ジグリシジルエステル、オクタデカンジカルボン酸ジグリシジル
エステル、トリメリット酸トリグリシジルエステル、ピロメリット酸テトラグリシジルエ
ステルなどを挙げることができる。なかでも、安息香酸グリシジルエステルやバーサティ
ック酸グリシジルエステルが好ましい。
【００３９】
　グリシジルアミン化合物の例としては、テトラグリシジルアミノジフェニルメタン、ト
リグリシジル－パラアミノフェノール、トリグリシジル－メタアミノフェノール、ジグリ
シジルアニリン、ジグリシジルトルイジン、テトラグリシジルメタキシレンジアミン、ジ
グリシジルトリブロモアニリン、テトラグリシジルビスアミノメチルシクロヘキサン、ト
リグリシジルシアヌレート、トリグリシジルイソシアヌレートなどを挙げることができる
。
【００４０】
　グリシジルイミド化合物の例としては、Ｎ－グリシジルフタルイミド、Ｎ－グリシジル
－４－メチルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４，５－ジメチルフタルイミド、Ｎ－グリ
シジル－３－メチルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－３，６－ジメチルフタルイミド、Ｎ
－グリシジル－４－エトキシフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４－クロルフタルイミド、
Ｎ－グリシジル－４，５－ジクロルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－３，４，５，６－テ
トラブロムフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４－ｎ－ブチル－５－ブロムフタルイミド、
Ｎ－グリシジルサクシンイミド、Ｎ－グリシジルヘキサヒドロフタルイミド、Ｎ－グリシ
ジル－１，２，３，６－テトラヒドロフタルイミド、Ｎ－グリシジルマレインイミド、Ｎ
－グリシジル－α，β－ジメチルサクシンイミド、Ｎ－グリシジル－α－エチルサクシン
イミド、Ｎ－グリシジル－α－プロピルサクシンイミド、Ｎ－グリシジルベンズアミド、
Ｎ－グリシジル－ｐ－メチルベンズアミド、Ｎ－グリシジルナフトアミド、Ｎ－グリシジ
ルステラミドなどを挙げることができる。なかでも、Ｎ－グリシジルフタルイミドが好ま
しい。
【００４１】
　脂環式エポキシ化合物の例としては、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４
－エポキシシクロヘキシルカルボキシレート、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメ
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チル）アジペート、ビニルシクロヘキセンジエポキシド、Ｎ－メチル－４，５－エポキシ
シクロヘキサン－１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－エチル－４，５－エポキシシクロヘ
キサン－１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－フェニル－４，５－エポキシシクロヘキサン
－１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－ナフチル－４，５－エポキシシクロヘキサン－１，
２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－トリル－３－メチル－４，５－エポキシシクロヘキサン－
１，２－ジカルボン酸イミドなどを挙げることができる。
【００４２】
　また、その他のエポキシ化合物として、エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポ
キシ化鯨油などのエポキシ変性脂肪酸グリセリド、フェノールノボラック型エポキシ樹脂
、クレゾールノゾラック型エポキシ樹脂などを用いることができる。
【００４３】
　本発明で用いるカルボキシル基反応性末端封鎖剤として用いることのできるオキサゾリ
ン化合物の例としては、２－メトキシ－２－オキサゾリン、２－エトキシ－２－オキサゾ
リン、２－プロポキシ－２－オキサゾリン、２－ブトキシ－２－オキサゾリン、２－ペン
チルオキシ－２－オキサゾリン、２－ヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－ヘプチル
オキシ－２－オキサゾリン、２－オクチルオキシ－２－オキサゾリン、２－ノニルオキシ
－２－オキサゾリン、２－デシルオキシ－２－オキサゾリン、２－シクロペンチルオキシ
－２－オキサゾリン、２－シクロヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－アリルオキシ
－２－オキサゾリン、２－メタアリルオキシ－２－オキサゾリン、２－クロチルオキシ－
２－オキサゾリン、２－フェノキシ－２－オキサゾリン、２－クレジル－２－オキサゾリ
ン、２－ｏ－エチルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェノキシ－２－
オキサゾリン、２－ｏ－フェニルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェノ
キシ－２－オキサゾリン、２－ｍ－プロピルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｐ－フ
ェニルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－メチル－２－オキサゾリン、２－エチル－２
－オキサゾリン、２－プロピル－２－オキサゾリン、２－ブチル－２－オキサゾリン、２
－ペンチル－２－オキサゾリン、２－ヘキシル－２－オキサゾリン、２－ヘプチル－２－
オキサゾリン、２－オクチル－２－オキサゾリン、２－ノニル－２－オキサゾリン、２－
デシル－２－オキサゾリン、２－シクロペンチル－２－オキサゾリン、２－シクロヘキシ
ル－２－オキサゾリン、２－アリル－２－オキサゾリン、２－メタアリル－２－オキサゾ
リン、２－クロチル－２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－エ
チルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－
ｏ－フェニルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェニル－２－オキサゾリン
、２－ｍ－プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｐ－フェニルフェニル－２－オキ
サゾリン、２，２′－ビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－メチル－２－オ
キサゾリン）、２，２′－ビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－
ビス（４－エチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４，４′－ジエチル－２－オ
キサゾリン）、２，２′－ビス（４－プロピル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（
４－ブチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ヘキシル－２－オキサゾリン）
、２，２′－ビス（４－フェニル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－シクロヘ
キシル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ベンジル－２－オキサゾリン）、２
，２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（２
－オキサゾリン）、２，２′－ｏ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ
－フェニレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（
４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４－メチル
－２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４，４′－ジメチル－２－オキ
サゾリン）、２，２′－エチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－テトラメチレン
ビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，
２′－オクタメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－デカメチレンビス（２－オ
キサゾリン）、２，２′－エチレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－
テトラメチレンビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－９，９′－
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ジフェノキシエタンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－シクロヘキシレンビス（２－
オキサゾリン）、２，２′－ジフェニレンビス（２－オキサゾリン）などが挙げられる。
さらには、上記した化合物をモノマー単位として含むポリオキサゾリン化合物なども挙げ
ることができる。
【００４４】
　本発明で用いることのできるカルボキシル基反応性末端封鎖剤としてのオキサジン化合
物の例としては、２－メトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－エ
トキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－プロポキシ－５，６－ジヒ
ドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ブトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オ
キサジン、２－ペンチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘ
キシルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘプチルオキシ－５
，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－オクチルオキシ－５，６－ジヒドロ－
４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ノニルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキ
サジン、２－デシルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロ
ペンチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロヘキシルオ
キシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－アリルオキシ－５，６－ジヒ
ドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－メタアリルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１
，３－オキサジン、２－クロチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン
などが挙げられ、さらには、２，２′－ビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサ
ジン）、２，２′－メチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２
，２′－エチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－プ
ロピレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ブチレンビ
ス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（
５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（５，
６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（５，６－
ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ナフチレンビス（５，６－ジヒドロ
－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－Ｐ，Ｐ′－ジフェニレンビス（５，６－ジヒ
ドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）などが挙げられる。さらには、上記した化合物をモノ
マー単位として含むポリオキサジン化合物などが挙げられる。
【００４５】
　上記オキサゾリン合物やオキサジン化合物の中では、２，２′－ｍ－フェニレンビス（
２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）が好ましい。
【００４６】
　本発明でカルボキシル基反応性末端封鎖剤として使用することのできるカルボジイミド
化合物とは、分子内に少なくともひとつの（－Ｎ＝Ｃ＝Ｎ－）で表されるカルボジイミド
基を有する化合物であり、例えば適当な触媒の存在下に、有機イソシアネートを加熱し、
脱炭酸反応で製造できる。
【００４７】
　カルボジイミド化合物の例としては、ジフェニルカルボジイミド、ジ－シクロヘキシル
カルボジイミド、ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボ
ジイミド、ジオクチルデシルカルボジイミド、ジ－ｏ－トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ
－トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－アミノフ
ェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－ヒドロキシフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－クロルフ
ェニルカルボジイミド、ジ－ｏ－クロルフェニルカルボジイミド、ジ－３，４－ジクロル
フェニルカルボジイミド、ジ－２，５－ジクロルフェニルカルボジイミド、ｐ－フェニレ
ン－ビス－ｏ－トルイルカルボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジシクロヘキシルカル
ボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジ－ｐ－クロルフェニルカルボジイミド、２，６，
２′，６′－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミド、ヘキサメチレン－ビス－シ
クロヘキシルカルボジイミド、エチレン－ビス－ジフェニルカルボジイミド、エチレン－
ビス－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｏ－トリイルカルボジイミド
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、Ｎ，Ｎ´－ジフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジオクチルデシルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリイル－Ｎ´－シクロ
ヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミ
ド、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジ－tert －ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トルイル
－Ｎ´－フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－アミノフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ヒドロキシフェ
ニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ
－トルイルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ベンジルカルボジイミド、Ｎ－オクタデシル－Ｎ
′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－オク
タデシル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ′－トリルカルボジイ
ミド、Ｎ－フェニル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－トリルカルボ
ジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－エチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－エチ
ルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソブチ
ルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ
，Ｎ′－ジ－２，６－ジエチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－エチル－６
－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－イソブチル－６－イソプロ
ピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリメチルフェニルカルボジ
イミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ
′－ジ－２，４，６－トリイソブチルフェニルカルボジイミドなどのモノ又はジカルボジ
イミド化合物、ポリ（１，６－ヘキサメチレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－メチ
レンビスシクロヘキシルカルボジイミド）、ポリ（１，３－シクロヘキシレンカルボジイ
ミド）、ポリ（１，４－シクロヘキシレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－ジフェニ
ルメタンカルボジイミド）、ポリ（３，３′－ジメチル－４，４′－ジフェニルメタンカ
ルボジイミド）、ポリ（ナフチレンカルボジイミド）、ポリ（ｐ－フェニレンカルボジイ
ミド）、ポリ（ｍ－フェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリルカルボジイミド）、ポリ
（ジイソプロピルカルボジイミド）、ポリ（メチル－ジイソプロピルフェニレンカルボジ
イミド）、ポリ（トリエチルフェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリイソプロピルフェ
ニレンカルボジイミド）などのポリカルボジイミドなどが挙げられる。なかでもＮ，Ｎ´
－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド、２，６，２′，６′－テトライ
ソプロピルジフェニルカルボジイミドが好ましい。
【００４８】
　上記カルボキシル基反応性末端封鎖剤は１種または２種以上の化合物を任意に選択して
使用することができる。
【００４９】
　本発明で用いる樹脂組成物では、成形品にして使用する用途に応じて適度にカルボキシ
ル末端や酸性低分子化合物の封鎖を行えばよいが、具体的なカルボキシル末端や酸性低分
子化合物の封鎖の程度としては組成物中の酸濃度が１０当量／１０６ｇ以下であることが
耐加水分解性の点から好ましく、５当量／１０６ｇ以下であることがさらに好ましく、１
当量／１０６ｇ以下であることが特に好ましい。ポリマー組成物中の酸濃度は、ポリマー
組成物を適当な溶媒に溶解させた後、濃度既知の水酸化ナトリウムなどのアルカリ化合物
溶液で滴定することにより測定したり、ＮＭＲにより測定することができる。
【００５０】
　カルボキシル基反応性末端封鎖剤の量は、植物資源由来の樹脂を１００重量部としたと
きに、０．０１～１０重量部が好ましく、０．０５～５重量部がさらに好ましい。
【００５１】
　本発明においては、さらにカルボキシル基反応性末端封鎖剤の反応触媒を添加すること
が好ましい。ここで言う反応触媒とは、カルボキシル基反応性末端封鎖剤と、ポリマー末
端や酸性低分子化合物のカルボキシル基との反応を促進する効果のある化合物であり、少
量の添加で反応を促進する効果のある化合物が好ましい。このような化合物の例としては
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アルカリ金属化合物、アルカリ土類金属化合物、３級アミン化合物、イミダゾール化合物
、第４級アンモニウム塩、ホスフィン化合物、ホスホニウム塩、リン酸エステル、有機酸
、ルイス酸が挙げられ、その具体例としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸
化リチウム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸ナトリウム
、炭酸カリウム、炭酸リチウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、ステア
リン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、水素化ほう素ナトリ
ウム、水素化ほう素リチウム、フェニル化ほう素ナトリウム、安息香酸ナトリウム、安息
香酸カリウム、安息香酸リチウム、リン酸水素二ナトリウム、リン酸水素二カリウム、リ
ン酸水素二リチウム、ビスフェノールＡの二ナトリウム塩、同二カリウム塩、同二リチウ
ム塩、フェノールのナトリウム塩、同カリウム塩、同リチウム塩、同セシウム塩などのア
ルカリ金属化合物、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、水酸化マグネシウム、水酸化ス
トロンチウム、炭酸水素カルシウム、炭酸バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸ストロンチ
ウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸ストロンチウム、ステア
リン酸カルシウム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸ストロンチウムなどのアル
カリ土類金属化合物、トリエチルアミン、トリブチルアミン、トリヘキシルアミン、トリ
アミルアミン、トリエタノールアミン、ジメチルアミノエタノール、トリエチレンジアミ
ン、ジメチルフェニルアミン、ジメチルベンジルアミン、２－（ジメチルアミノメチル）
フェノール、ジメチルアニリン、ピリジン、ピコリン、１，８－ジアザビシクロ（５，４
，０）ウンデセン－７などの３級アミン、２－メチルイミダゾール、２－エチルイミダゾ
ール、２－イソプロピルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、４－フェ
ニル－２－メチルイミダゾールなどのイミダゾール化合物、テトラメチルアンモニウムク
ロライド、テトラエチルアンモニウムクロライド、テトラブチルアンモニウムブロマイド
、トリメチルベンジルアンモニウムクロライド、トリエチルベンジルアンモニウムクロラ
イド、トリプロピルベンジルアンモニウムクロライド、Ｎ－メチルピリジニウムクロライ
ドなどの第４級アンモニウム塩、トリメチルホスフィン、トリエチルホスフィン、トリブ
チルホスフィン、トリオクチルホスフィンなどのホスフィン化合物、テトラメチルホスホ
ニウムブロマイド、テトラブチルホスホニウムブロマイド、テトラフェニルホスホニウム
ブロマイド、エチルトリフェニルホスホニウムブロマイド、トリフェニルベンジルホスホ
ニウムブロマイドなどのホスホニウム塩、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェ
ート、トリブチルホスフェート、トリオクチルホスフェート、トリブトキシエチルホスフ
ェート、トリフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフ
ェート、クレジルジフェニルホスフェート、オクチルジフェニルホスフェート、トリ（ｐ
－ヒドロキシ）フェニルホスフェート、トリ（ｐ－メトキシ）フェニルホスフェートなど
のリン酸エステル、シュウ酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ジノニルナフタレンジスルホン
酸、ドデシルベンゼンスルホン酸などの有機酸、三フッ化ホウ素、四塩化アルミニウム、
四塩化チタン、四塩化スズなどのルイス酸などが挙げられ、これらは１種または２種以上
使用することができる。なかでも、アルカリ金属化合物、アルカリ土類金属化合物、リン
酸エステルを使用するのが好ましく、特にアルカリ金属、またはアルカリ土類金属の有機
塩を好ましく使用することができる。特に好ましい化合物は、ステアリン酸ナトリウム、
ステアリン酸カリウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸マグネシウム、安息香酸
ナトリウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸カルシウム、酢酸マグネシウムである
。さらにアルカリ金属またはアルカリ土類金属の炭素数６以上の有機塩が好ましく、ステ
アリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸マ
グネシウム、安息香酸ナトリウムをいずれか一種以上用いることが好ましい。
【００５２】
　反応触媒の添加量は、特に限定されるものではないが、植物資源由来の樹脂１００重量
部に対して、０．００１～１重量部が好ましく、また０．０１～０．２重量部がより好ま
しく、さらには０．０２～０．１重量部が最も好ましい。
【００５３】
　本発明においては、さらに（Ｅ）結晶化促進剤を配合することが好ましい。本発明で使
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用する結晶化促進剤は、多種類の化合物から選択することができるが、ポリマーの結晶核
の形成を促進する結晶核剤や、ポリマーを柔軟化して動きやすく結晶の成長を促進する可
塑剤が好ましく使用することができる。
【００５４】
　本発明で使用する結晶化促進剤の配合量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対して
、０．０１～３０重量部であることが好ましく、０．１～２０重量部であることがさらに
好ましく、１～１０重量部であることが特に好ましい。
【００５５】
　本発明で結晶化促進剤として使用する結晶核剤としては、特に限定されるものではなく
、無機系結晶核剤および有機系結晶核剤のいずれをも使用することができる。無機系結晶
核剤の具体例としては、タルク、カオリン、モンモリロナイト、合成マイカ、クレー、ゼ
オライト、シリカ、グラファイト、カーボンブラック、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸
化チタン、硫化カルシウム、窒化ホウ素、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、酸化アルミニ
ウム、酸化ネオジウムおよびフェニルホスホネートの金属塩などを挙げることができる。
これらの無機系結晶核剤は、組成物中での分散性を高めるために、有機物で修飾されてい
ることが好ましい。
【００５６】
　また、有機系結晶核剤の具体例としては、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安
息香酸リチウム、安息香酸カルシウム、安息香酸マグネシウム、安息香酸バリウム、テレ
フタル酸リチウム、テレフタル酸ナトリウム、テレフタル酸カリウム、シュウ酸カルシウ
ム、ラウリン酸ナトリウム、ラウリン酸カリウム、ミリスチン酸ナトリウム、ミリスチン
酸カリウム、ミリスチン酸カルシウム、オクタコサン酸ナトリウム、オクタコサン酸カル
シウム、ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステ
アリン酸カルシウム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸バリウム、モンタン酸ナ
トリウム、モンタン酸カルシウム、トルイル酸ナトリウム、サリチル酸ナトリウム、サリ
チル酸カリウム、サリチル酸亜鉛、アルミニウムジベンゾエート、カリウムジベンゾエー
ト、リチウムジベンゾエート、ナトリウムβ－ナフタレート、ナトリウムシクロヘキサン
カルボキシレートなどの有機カルボン酸金属塩、ｐ－トルエンスルホン酸ナトリウム、ス
ルホイソフタル酸ナトリウムなどの有機スルホン酸塩、ステアリン酸アミド、エチレンビ
スラウリン酸アミド、パルチミン酸アミド、ヒドロキシステアリン酸アミド、エルカ酸ア
ミド、トリメシン酸トリス（ｔ－ブチルアミド）などのカルボン酸アミド、低密度ポリエ
チレン、高密度ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソプロピレン、ポリブテン、ポリ
－４－メチルペンテン、ポリ－３－メチルブテン－１、ポリビニルシクロアルカン、ポリ
ビニルトリアルキルシラン、高融点ポリ乳酸などのポリマー、エチレン－アクリル酸また
はメタクリル酸コポリマーのナトリウム塩、スチレン－無水マレイン酸コポリマーのナト
リウム塩などのカルボキシル基を有する重合体のナトリウム塩またはカリウム塩（いわゆ
るアイオノマー）、ベンジリデンソルビトールおよびその誘導体、ナトリウム－２，２’
－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェートなどのリン化合物金
属塩、および２，２－メチルビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ナトリウムなどを
挙げることができる。
【００５７】
　本発明で使用する結晶核剤としては、上記に例示したもののなかでも、特にタルクおよ
び有機カルボン酸金属塩から選択された少なくとも１種が好ましい。本発明で使用する結
晶核剤は、１種のみでもよくまた２種以上の併用を行ってもよい。
【００５８】
　また、結晶核剤の配合量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、０．０１～３
０重量部であることが好ましく、０．０５～１０重量部であることがさらに好ましく、０
．１～５重量部であることが特に好ましい。
【００５９】
　本発明で結晶化促進剤として使用する可塑剤としては、グリセリン系可塑剤、リン酸エ
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ステル系可塑剤およびポリアルキレングリコール系可塑剤をあげることができる。
【００６１】
　グリセリン系可塑剤の具体例としては、グリセリンモノアセトモノラウレート、グリセ
リンジアセトモノラウレート、グリセリンモノアセトモノステアレート、グリセリンジア
セトモノオレートおよびグリセリンモノアセトモノモンタネートなどを挙げることができ
る。
【００６３】
　リン酸エステル系可塑剤の具体例としては、リン酸トリブチル、リン酸トリ－２－エチ
ルヘキシル、リン酸トリオクチル、リン酸トリフェニル、リン酸ジフェニル－２－エチル
ヘキシルおよびリン酸トリクレシルなどを挙げることができる。
【００６４】
　ポリアルキレングリコール系可塑剤の具体例としては、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、ポリ（エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド）ブロックお
よび／又はランダム共重合体、ポリテトラメチレングリコール、ビスフェノール類のエチ
レンオキシド付加重合体、ビスフェノール類のプロピレンオキシド付加重合体、ビスフェ
ノール類のテトラヒドロフラン付加重合体などのポリアルキレングリコールなどを挙げる
ことができる。
【００６７】
　本発明で結晶化促進剤として使用する可塑剤としては、上記に例示したもののなかでも
、特にポリアルキレングリコール系可塑剤から選択した少なくとも１種が好ましい。本発
明に使用する可塑剤は、１種のみでもよくまた２種以上の併用を行ってもよい。
【００６８】
　また、結晶化促進剤としての可塑剤の配合量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対
して、０．０１～５重量部である。
【００６９】
　本発明においては、結晶核剤と可塑剤を各々単独で用いてもよいが、両者を併用して用
いることが好ましい。
【００７０】
　本発明においては、さらに（Ｆ）植物資源由来の樹脂以外の脂肪族ポリエステル樹脂お
よび／または脂肪族芳香族ポリエステル樹脂を配合することが好ましい。
【００７１】
　本発明で用いる脂肪族ポリエステル樹脂としては、特に限定されるものではなく、脂肪
族ヒドロキシカルボン酸を主たる構成成分とする重合体、脂肪族多価カルボン酸と脂肪族
多価アルコールを主たる構成成分とする重合体などが挙げられる。具体的には、脂肪族ヒ
ドロキシカルボン酸を主たる構成成分とする重合体としては、ポリグリコール酸、ポリ３
－ヒドロキシ酪酸、ポリ４－ヒドロキシ酪酸、ポリ４－ヒドロキシ吉草酸、ポリ３－ヒド
ロキシヘキサン酸またはポリカプロラクトンなどが挙げられ、脂肪族多価カルボン酸と脂
肪族多価アルコールを主たる構成成分とする重合体としては、ポリエチレンアジペート、
ポリエチレンサクシネート、ポリブチレンアジペートまたはポリブチレンサクシネートな
どが挙げられる。これらの脂肪族ポリエステルは、単独ないし２種以上を用いることがで
きる。これらの脂肪族ポリエステルの中でも、ポリブチレンサクシネートが好ましい。
【００７２】
　本発明で用いる脂肪族芳香族ポリエステルとは、脂肪族ジカルボン酸成分、芳香族ジカ
ルボン酸成分および脂肪族ジオール成分からなるポリエステルである。脂肪族ジカルボン
酸成分としては、例えば、コハク酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカン二
酸などが挙げられ、芳香族ジカルボン酸成分としては、イソフタル酸、テレフタル酸、２
，６－ナフタレンジカルボン酸などが挙げられ、脂肪族ジオールとしては、例えば、エチ
レングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－シクロ
ヘキサンジメタノールなどが挙げられる。本発明に用いられる脂肪族芳香族ポリエステル
の芳香族ジカルボン酸成分は、６０モル％以下であることが好ましく、５０モル％以下が
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さらに好ましい。なお、脂肪族ジカルボン酸成分、芳香族ジカルボン酸成分あるいは脂肪
族ジオール成分は、それぞれ２種類以上を用いることもできる。本発明においては、テレ
フタル酸、アジピン酸、１，４－ブタンジオールからなる脂肪族芳香族ポリエステル樹脂
を用いることが好ましい。
【００７３】
　本発明において、植物資源由来の樹脂以外の脂肪族ポリエステル樹脂、脂肪族芳香族ポ
リエステル樹脂の配合量は、特に限定されるものではないが、植物資源由来の樹脂を１０
０重量部としたときに、１～２００重量部であることが好ましく、５～１５０重量部がよ
り好ましく、１０～１００重量部がさらに好ましい。
【００７４】
　また、本発明においては、（Ｇ）耐衝撃改良剤を配合することが好ましい。本発明で使
用する耐衝撃改良剤とは、熱可塑性樹脂の耐衝撃性改良に用いることのできるものであれ
ば特に限定されない。例えば下記の各種耐衝撃改良剤などから選ばれる少なくとも１種の
ものを用いることができる。
【００７５】
　すなわち、耐衝撃改良剤の具体例としては、ポリエチレン、ポリプロプレン、エチレン
－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン－非共役ジエン共重合体、エチレン－ブテ
ン－１共重合体、各種アクリルゴム、エチレン－アクリル酸共重合体およびそのアルカリ
金属塩（いわゆるアイオノマー）、エチレン－グリシジル（メタ）アクリレート共重合体
、エチレン－アクリル酸アルキルエステル共重合体（たとえば、エチレン－アクリル酸エ
チル共重合体、エチレン－アクリル酸ブチル共重合体）、酸変性エチレン－プロピレン共
重合体、ジエンゴム（たとえばポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリクロロプレン）、
ジエンとビニル単量体との共重合体（たとえばスチレン－ブタジエンランダム共重合体、
スチレン－ブタジエンブロック共重合体、スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重
合体、スチレン－イソプレンランダム共重合体、スチレン－イソプレンブロック共重合体
、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体、ポリブタジエンにスチレンをグラ
フト共重合せしめたもの、ブタジエン－アクリロニトリル共重合体）、ポリイソブチレン
、イソブチレンとブタジエンまたはイソプレンとの共重合体、天然ゴム、チオコールゴム
、多硫化ゴム、ポリウレタンゴム、ポリエーテルゴム、エピクロロヒドリンゴム、ポリエ
ステル系エラストマー、ポリアミド系エラストマーなどが挙げられる。
【００７６】
　更に、各種の架橋度を有するものや、各種のミクロ構造、例えばシス構造、トランス構
造等を有するもの、ビニル基などを有するものや、コア層とそれを覆う１以上のシェル層
から構成され、また隣接し合った層が異種の重合体から構成されるいわゆるコアシェル型
と呼ばれる多層構造重合体なども使用することができる。
【００７７】
　また、上記具体例に挙げた各種の（共）重合体は、ランダム共重合体、ブロック共重合
体およびグラフト共重合体などのいづれであっても、本発明における耐衝撃改良剤として
用いることができる。
【００７８】
　更には、これらの（共）重合体を作るに際し、他のオレフィン類、ジエン類、芳香族ビ
ニル化合物、アクリル酸、アクリル酸エステルおよびメタクリル酸エステルなどの単量体
を共重合することも可能である。
【００７９】
　これらの耐衝撃改良剤の中でも、アクリル単位を含む重合体や、酸無水物基および／ま
たはグリシジル基を持つ単位を含む重合体が好ましい。ここでいうアクリル単位の好適例
としては、メタクリル酸メチル単位、アクリル酸メチル単位、アクリル酸エチル単位およ
びアクリル酸ブチル単位を挙げることができ、酸無水物基やグリシジル基を持つ単位の好
適例としては、無水マレイン酸単位およびメタクリル酸グリシジル単位を挙げることがで
きる。
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【００８０】
　また、耐衝撃改良剤は、コア層とそれを覆う１以上のシェル層から構成され、また隣接
し合った層が異種の重合体から構成される、いわゆるコアシェル型と呼ばれる多層構造重
合体であることが好ましく、メタクリル酸メチル単位またはアクリル酸メチル単位をシェ
ル層に含む多層構造重合体であることがさらに好ましい。このような多層構造重合体とし
ては、アクリル単位を含むことや、酸無水物基および／またはグリシジル基を持つ単位を
含むことが好ましく、アクリル単位の好適例としては、メタクリル酸メチル単位、アクリ
ル酸メチル単位、アクリル酸エチル単位およびアクリル酸ブチル単位を挙げることができ
、酸無水物基やグリシジル基を持つ単位の好適例としては、無水マレイン酸単位やメタク
リル酸グリシジル単位を挙げることができる。特に、メタクリル酸メチル単位、アクリル
酸メチル単位、無水物マレイン酸単位およびメタクリル酸グリシジル単位から選ばれた少
なくとも一つをシェル層に含み、アクリル酸ブチル単位、アクリル酸エチルヘキシル単位
、スチレン単位およびブタジエン単位から選ばれた少なくとも一つをコア層に含む多層構
造体が好ましく使用される。
【００８１】
　上記耐衝撃改良剤のガラス転移温度は、－２０℃以下であることが好ましく、－３０℃
以下であることがさらに好ましい。
【００８２】
　耐衝撃改良剤の配合量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、１～１００重量
部の範囲であることが好ましく、２～５０重量部の範囲であることがさらに好ましい。
【００８３】
　本発明においては、さらに（Ｈ）無機充填剤を配合することが好ましい。本発明で使用
する無機充填剤としては、通常熱可塑性樹脂の強化に用いられる繊維状、板状、粒状、粉
末状のものを用いることができる。具体的には、ガラス繊維、アスベスト繊維、炭素繊維
、グラファイト繊維、金属繊維、チタン酸カリウムウイスカー、ホウ酸アルミニウムウイ
スカー、マグネシウム系ウイスカー、珪素系ウイスカー、ワラステナイト、セピオライト
、アスベスト、スラグ繊維、ゾノライト、エレスタダイト、石膏繊維、シリカ繊維、シリ
カ・アルミナ繊維、ジルコニア繊維、窒化硼素繊維、窒化硅素繊維および硼素繊維などの
繊維状無機充填剤、ガラスフレーク、非膨潤性雲母、膨潤性雲母、グラファイト、金属箔
、セラミックビーズ、タルク、クレー、マイカ、セリサイト、ゼオライト、ベントナイト
、有機変性ベントナイト、有機変性モンモリロナイト、ドロマイト、カオリン、微粉ケイ
酸、長石粉、チタン酸カリウム、シラスバルーン、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、
硫酸バリウム、酸化カルシウム、酸化アルミニウム、酸化チタン、ケイ酸アルミニウム、
酸化ケイ素、石膏、ノバキュライト、ドーソナイトおよび白土などの板状や粒状の無機充
填剤が挙げられる。これらの無機充填剤の中では、特にガラス繊維、ワラステナイト、マ
イカおよびカオリンが好ましい。また、繊維状充填剤のアスペクト比は５以上であること
が好ましく、１０以上であることがさらに好ましく、２０以上であることがさらに好まし
い。
【００８４】
　上記の無機充填剤は、エチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂や、エポキシ
樹脂などの熱硬化性樹脂で被覆または集束処理されていてもよく、アミノシランやエポキ
シシランなどのカップリング剤などで処理されていても良い。
【００８５】
　また、無機充填剤の配合量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、１～１００
重量部が好ましく、５～５０重量部がさらに好ましい。
【００８６】
　本発明の木材代替材料としては、軽量化できるという観点から、発泡体であることが好
ましい。発泡体を得る方法としては、物理発泡法と化学発泡法とがある。
【００８７】
　物理発泡法の場合、蒸発型発泡剤あるいは揮発性発泡剤と称される発泡剤を使用し、圧
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縮ガスの放圧あるいは揮発性気体の気化などの物理的変化を利用して発泡させる。
【００８８】
　本発明において、揮発性発泡剤としては、特に限定されるものではなく公知のものを使
用することができ、例えば、脂肪族炭化水素、塩素化脂肪族炭化水素、フッ素化脂肪族炭
化水素、水、空気、不活性ガスなどが挙げられる。
【００８９】
　化学発泡法の場合、分解型発泡剤と称される発泡剤を使用し、化学分解により発生する
ガスを利用して発泡を行う。
【００９０】
　本発明において、分解型発泡剤としては、公知のものを使用することができ、例えば、
炭酸水素ナトリウムなどの無機発泡剤、アゾ系、ニトロソ系、ヒドラジド系、トリアジン
系など、具体的にはアゾビスホルムアルデヒド、アゾビスイソブチロニトリル、アゾジカ
ルボンアミド、Ｎ，Ｎ’－ジニトロソペンタメチレンテトラミン、ｐ，ｐ’－オキシビス
（ベンゼンスルホニルヒドラジド）、ｐ－トルエンスルホニルヒドラジド、ｐ－トルエン
スルホニルセミカルバジド、トリヒドラゾトリアジンなどの有機発泡剤が挙げられる。こ
れらは、単独で用いてもよいが、２種以上を併用することもできる。
【００９１】
　上記発泡剤の中で、揮発性発泡剤、有機発泡剤が好ましく、水、不活性ガス、アゾ系発
泡剤がより好ましく、不活性ガスが最も好ましい。
【００９２】
　上記発泡剤の添加量は、植物資源由来の樹脂１００重量部に対して、０．０１～３０重
量部であることが好ましく、０．１～２０重量部であることがさらに好ましく、０．５～
１０重量部であることが特に好ましい。
【００９３】
　発泡体の発泡倍率は、特に限定されるものではなく、用途に応じて適宜選択すればよい
。
【００９４】
　本発明においては、難燃剤を１種以上配合することができる。難燃化剤の具体例として
は、臭素または塩素を含有するハロゲン系化合物、三酸化アンチモンなどのアンチモン化
合物、無機水和物およびリン化合物、シリコーン系化合物、窒素系化合物などである。
【００９５】
　本発明においては、本発明の目的を損なわない範囲で、通常の添加剤、例えば紫外線吸
収剤（ベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、芳香族ベンゾエート系化
合物、蓚酸アニリド系化合物、シアノアクリレート系化合物およびヒンダードアミン系化
合物）、熱安定剤（ヒンダードフェノール系化合物、ホスファイト系化合物、チオエーテ
ル系化合物）、滑剤、離形剤、染料および顔料を含む着色剤などの１種または２種以上を
さらに含有することができる。
【００９６】
　本発明で用いる樹脂組成物は、本発明の目的を損なわない範囲で、他の熱可塑性樹脂、
例えば、アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、芳香族ポリエステル樹脂、ポリアセタール樹脂
、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリスルホン樹
脂、ポリフェニレンオキサイド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂など）、
熱硬化性樹脂（例えばフェノール樹脂、メラミン樹脂、その他のポリエステル樹脂、シリ
コーン樹脂など）などを含有することもできる。
【００９７】
　本発明においては、樹脂組成物の製造方法は特に限定されるものではないが、植物資源
由来の樹脂、天然由来の有機充填剤および必要に応じてその他の添加剤を予めブレンドし
た後、植物資源由来の樹脂の融点以上において、２軸押出機やバンバリーミキサーのホッ
パーに供給し、均一に溶融混練する方法や成形機で直接混練する方法などが好ましく用い
られる。また、微細な粉末を使用する場合には、その他の添加物とは独立してホッパーに
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供給する方法や微細な粉末を圧縮した後に添加する方法などが好ましい。
【００９８】
　本発明においては、植物資源由来の樹脂がポリ乳酸樹脂である場合には、木材代替材料
中のポリ乳酸樹脂由来の昇温時の結晶化温度（Ｔｃｃ）が観察されないことが好ましい。
Ｔｃｃが観察される場合には、その結晶化エンタルピー（ΔＨｃｃ）が１０Ｊ／ｇ以下で
あることが好ましく、５Ｊ／ｇ以下であることがより好ましく、１Ｊ／ｇ以下であること
がさらに好ましい。ここで、ＴｃｃおよびΔＨｃｃとは、成形品を示差走査熱量計（ＤＳ
Ｃ）により昇温速度２０℃／分で測定したポリ乳酸樹脂由来の結晶化温度および結晶化エ
ンタルピーである。
【００９９】
　本発明においては、植物資源由来の樹脂がポリ乳酸樹脂である場合には、ポリ乳酸樹脂
由来の降温時の結晶化温度（Ｔｃ）が観察できることが好ましい。ここで、Ｔｃとは、示
差走査熱量計（ＤＳＣ）により、２００℃まで昇温した後、降温速度２０℃／分で測定し
たポリ乳酸樹脂由来の降温時結晶化温度である。Ｔｃは、特に限定されるものではないが
、成形性の観点から、１００℃以上が好ましく、１０５℃以上がより好ましく、１１０℃
以上がさらに好ましい。
【０１００】
　また、本発明においては、植物資源由来の樹脂がポリ乳酸樹脂である場合には、ポリ乳
酸樹脂由来の結晶融解エンタルピー（ΔＨｍ）と昇温時の結晶化エンタルピー（ΔＨｃｃ
）から求められる相対結晶化度［｛（ΔＨｍ－ΔＨｃｃ）／ΔＨｍ｝×１００］が、７０
％以上であることが好ましく、９０％以上であることがより好ましく、９３％以上である
ことがさらに好ましく、９６％以上であることが特に好ましく、１００％であることが最
も好ましい。ここで、ΔＨｃｃとは、ＤＳＣにより昇温速度２０℃／分で測定したポリ乳
酸樹脂由来の結晶化エンタルピーであり、ΔＨｍとは、ＤＳＣにより昇温速度２０℃／分
で測定したポリ乳酸樹脂由来の結晶融解エンタルピーであるが、１回目の測定（１ｓｔＲ
ＵＮ）で昇温速度２０℃／分で３０℃から２００℃まで昇温した後、降温速度２０℃／分
で３０℃まで冷却し、さらに２回目の測定（２ｎｄＲＵＮ）で昇温速度２０℃／分で３０
℃から２００℃まで昇温した場合に、２ｎｄＲＵＮにおいて測定される結晶融解エンタル
ピーであることが好ましい。
【０１０１】
　このような結晶化特性を有する木材代替材料は、前記好ましい態様を有する天然由来の
有機充填剤を用いることにより達成することができる。
【０１０２】
　本発明の木材代替材料は、通常公知の射出成形、押出成形、プレス成形、ブロー成形、
発泡成形、シートモールディング成形などの任意の方法で得ることができる。
【０１０３】
　本発明の木材代替材料は、ボード状、シート状、フィルム状、板状、箱状、塊状、チュ
ーブ状、繊維状など各種形状のものであり、普通合板、コンクリート型枠用合板、構造用
合板、パレット用合板などの各種合板、中質繊維板およびパーティクルボードなどの各種
木質ボード、単板、集成材、角材、丸材などのいずれの木材材料でも代替することができ
る。本発明の木材代替材料を合板、木質ボード、集成材の代替材料として使用する場合に
は、ホルムアルデヒドを原料とする接着剤を使用しないためホルムアルデヒド発生を抑制
できるという点で、より好適である。ここで、ホルムアルデヒド放散量は、ＪＩＳもしく
はＪＡＳの定める規格に従って評価することができ、デシケーター法と呼ばれる試験にお
ける水中のホルムアルデヒド濃度が、１．５ｍｇ／Ｌ以下が好ましく、０．５ｍｇ／Ｌ以
下がより好ましく、０．３ｍｇ／Ｌ以下がさらに好ましい。
【０１０４】
　本発明の木材代替材料としては、その厚みは特に限定されるものではないが、材料をボ
ードとする場合には０．５ｍｍ以上が好ましく、１ｍｍ以上がより好ましく、３ｍｍ以上
がさらに好ましく、５ｍｍ以上が特に好ましい。上限は特に制限されない。
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【０１０５】
　本発明の木材代替材料としては、見かけ密度は特に限定されるものではないが、軽量化
の観点から、０．１～１．８ｇ／ｃｍ３の範囲であることが好ましく、０．２～１．５ｇ
／ｃｍ３の範囲であることがより好ましい。ここで見かけ密度とは、材料の重量（ｇ）／
材料の体積（ｃｍ３）から求めることができる。
【０１０６】
　本発明の木材代替材料としては、曲げ強度は特に限定されるものではないが、様々な用
途に使用できるという観点から、２０ＭＰａ以上であることが好ましく、３０ＭＰａ以上
であることがより好ましく、４０ＭＰａ以上であることがさらに好ましく、５０ＭＰａ以
上であることが最も好ましい。上限は特に制限されない。ここで、曲げ強度とは、下記式
から求めることができる。なお、下記式はＡＳＴＭ法Ｄ７９０に規定されているものであ
るが、本発明の木材代替材料が、ＡＳＴＭ法Ｄ７９０に規定されている試験片以外のサイ
ズ、形状を有する場合においても下記式を用いて曲げ強度を決定するものとする。
　曲げ強度（ＭＰａ）＝３ＰＬ／２Ｗｔ２

　　Ｐ：最大曲げ荷重（Ｎ）
　　Ｌ：支点間距離（ｍｍ）
　　Ｗ：試験片幅（ｍｍ）
　　ｔ：試験片厚み（ｍｍ）
【０１０７】
　このような曲げ強度を有する材料を得るためには、前記の好ましい天然由来の有機充填
剤、すなわち、特定の灰分量、特定の元素組成あるいは、特定粒径の微粒子が付着したも
のを選択して用いることが好ましい。
【０１０８】
　また、本発明においては、湿潤時の曲げ強度は特に限定されるものではないが、耐水性
に優れ、様々な用途に使用できるという観点から、１０ＭＰａ以上であることが好ましく
、２０ＭＰａ以上であることがより好ましく、３０ＭＰａ以上であることがさらに好まし
い。上限は特に制限されない。なお、本発明における湿潤時の曲げ強度は、金型温度８５
℃の条件で射出成形して得た成形品を長さ２００ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした後、７０
℃の温水中に２時間浸漬し、さらに常温水中に１時間浸漬した後、濡れたままの状態で、
支点間距離１５０ｍｍ、荷重速度１０ｍｍ／ｍｉｎにて測定した曲げ強度である。
【０１０９】
　上記好ましい湿潤時の曲げ強度を有する材料は、好ましい添加剤、例えば、好ましいカ
ルボキシル基反応性末端封鎖剤、好ましい結晶化促進剤などを配合することにより得るこ
とができる。
【０１１０】
　本発明においては、吸水厚さ膨張率は特に限定されるものではないが、耐水性に優れ、
様々な用途に使用できるという観点から、３％以下であることが好ましく、１％以下であ
ることがより好ましく、０．５％以下であることがさらに好ましく、０．３％以下である
ことが最も好ましい。下限は特に制限されない。なお、本発明での吸水厚さ膨張率は、金
型温度８５℃の条件で射出成形して得た成形品を長さ５０ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした
後、ＪＩＳ Ａ５９０５に準じて測定した値である。
【０１１１】
　上記好ましい吸水厚さ膨張率を有する材料は、好ましい添加剤、例えば、好ましいカル
ボキシル基反応性末端封鎖剤、好ましい結晶化促進剤などを配合することにより得ること
ができる。
【０１１２】
　本発明においては、含水率は特に限定されるものではないが、耐水性に優れ、様々な用
途に使用できるという観点から、５％以下であることが好ましく、３％以下であることが
より好ましく、１％以下であることがさらに好ましく、０．５％以下であることが最も好
ましい。下限は特に制限されない。なお、本発明における含水率は、金型温度８５℃の条
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件で射出成形して得た成形品を長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍにカットした後、ＪＩＳ 
Ａ５９０５に準じて測定した値である。
【０１１３】
　　上記好ましい含水率を有する材料は、好ましい添加剤、例えば、好ましいカルボキシ
ル基反応性末端封鎖剤、好ましい結晶化促進剤などを配合することにより得ることができ
る。
【０１１４】
　本発明の木材代替材料としては、使用環境によっては長期耐久性が必要とされる場合も
あり、湿潤環境での長期耐久性を維持できるという観点から、温度６０℃、相対湿度９５
％の条件で３００時間処理した後の曲げ強度保持率が、２０％以上であることが好ましく
、３０％以上であることがより好ましく、４０％以上であることがさらに好ましく、５０
％以上であることが最も好ましい。ここで、曲げ強度保持率とは、（処理後の曲げ強度／
処理前の曲げ強度）×１００から求めることができる。このような耐久性を有する材料を
得るためには、カルボキシル基反応性末端封鎖剤を配合することが好ましい。
【０１１５】
　本発明の木材代替材料としては、防虫性、防蟻性、防腐性については、特に限定される
ものではないが、それぞれの性能評価試験において、重量減少率が１５％以下であること
が好ましく、１０％以下であることがより好ましく、５％以下であることがさらに好まし
く、２％以下であることが最も好ましい。なお、ここでいう防虫性、防蟻性、防腐性は、
それぞれ（社）日本木材保存協会（ＪＷＰＡ）の１１号、８号、１号規格に従って評価す
ることができ、重量減少率は、（処理後の重量／処理前の重量）×１００から求めること
ができる。このような防虫性、防蟻性、防腐性を有する材料を得るためには、防虫剤およ
び／または防腐剤を配合することが好ましい。なお、防虫剤の中で、特に防蟻性を有する
ものは防蟻剤とも呼ばれる。
【０１１６】
　本発明の木材代替材料としては、鉛筆硬度については、特に限定されるものではないが
、ＪＩＳ　Ｋ４５０１による評価において、鉛筆硬度がＢ以上であることが好ましく、Ｈ
Ｂ以上であることがより好ましく、Ｈ以上であることがさらに好ましい。このような鉛筆
硬度を有する材料を得るためには、前記の好ましい天然由来の有機充填剤、すなわち、特
定の灰分量、特定の元素組成あるいは、特定の微粒子が付着したものを選択して用いるこ
とが好ましい。
【０１１７】
　本発明の木材代替材料とは、合成木材、または人工木材とも呼ばれるものであって、形
状や素材に関係なく木材と呼ばれるものであれば、いずれの木材をも代替できるものであ
り、釘打ち性、切削性などの加工性が木材と同等であり、好ましい態様においては、強度
や耐水性の点で木材以上の性能を有するものであるため、各種用途において使用されてい
る木材製部材・部品を代替できる有用な部材・部品である。本発明の木材代替材料は、例
えば、コンクリート型枠、足場板、矢板、杭などの土木資材、柱、土台、梁、巾木、床材
、天井材、障子、襖、窓枠、戸、デッキ材などの建材、たんす、机、いす、各種棚などの
家具部材、パレット、コンテナー、木箱、樽などの輸送・梱包資材、パチンコ台のゲージ
盤および枠材などのパチンコ部品、麻雀台、ビリヤード台などの遊技機用資材、スポーツ
用資材、床材、外板、内装材などの船舶・車輌用資材、農業資材、枕木、楽器、食器、こ
たつ板、棺などの各種木材用途の代替材料として好適に使用できる。中でも、自然環境保
護の観点から、使用量の多い土木資材、建材、建具、家具、輸送・梱包資材、遊技機用資
材などの代替材料として使用することがより好ましく、コンクリート型枠、デッキ材、窓
枠、パレット、パチンコ台のゲージ盤および枠材などのパチンコ部品、楽器などに使用す
ることがさらに好ましい。特に、パチンコ台については、機種入れ替えに伴い発生する廃
台の数は年間約２００万台と膨大であり、そのゲージ盤および枠材などの木材は木質ボー
ドへの利用、もしくは焼却されるため、同じ材料として再利用されることはなく、かつ、
その廃台の不法投棄が社会問題となっているが、環境保護およびリサイクル性が高いとい
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う観点から、本発明の木材代替材料はパチンコ台ゲージ盤および枠材などのパチンコ部品
の代替材料としてより好適に使用できる。
【０１１８】
　また、本発明の木材代替材料は、木材では加工が困難な複雑な形状を有する複合成形体
としても有用である。
【実施例】
【０１１９】
　以下、実施例により本発明をさらに詳述する。なお、実施例中の部数は、全て重量基準
である。
【０１２０】
　［実施例１～６、比較例１～１４］
　表１に示した植物資源由来の樹脂などの各種材料を、表１に示した割合で混合し、３０
ｍｍ径の二軸押出機を用い、シリンダー温度１８０℃の条件で溶融混練を行い、樹脂組成
物を得た。
【０１２１】
　なお、表１における符号は、次の内容を示すものである。
（Ａ）植物資源由来の樹脂
　（Ａ－１）ポリ乳酸（Ｄ体１．２％、ＰＭＭＡ換算の重量平均分子量１７万）
　（Ａ－２）ポリヒドロキシ（ブチレート／バリレート）（モンサント製バイオポール）
（Ｂ）天然由来の有機充填剤
　（Ｂ－１）厚さ２ｍｍの板紙を粉砕した古紙粉末
　（Ｂ－２）新聞紙を解繊した古紙粉末
　（Ｂ－３）木粉（レッテンマイヤー製リグノセルＰ－ＳＵＰＥＲ）
　（Ｂ－４）繊維長１～１０ｍｍのケナフ繊維
　（Ｂ－５）長さ５０ｍｍ以下、直径５ｍｍのヘンプペレット
（Ｃ）防虫剤
　（Ｃ－１）イミダクロプリド（和光純薬工業製）
（Ｄ）カルボキシル末端反応性末端封鎖剤
　（Ｄ－１）カルボジイミド化合物（日清紡製カルボジライトＨＭＶ－８ＣＡ）
　（Ｄ－２）２，２’－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）（武田薬品製）
　（Ｄ－３）テレフタル酸ジグリシジルエステル（ナガセ化成製デナコールＥＸ－７１１
）
（Ｅ）結晶化促進剤
　（Ｅ－１）タルク（竹原化学製ハイトロン）
　（Ｅ－２）ポリエチレングリコール（三洋化成製ＰＥＧ４０００）
（Ｆ）植物資源由来の樹脂以外の脂肪族ポリエステル樹脂および／または脂肪族芳香族ポ
リエステル
　（Ｆ－１）ポリブチレン（テレフタレート／アジペート）（ＢＡＳＦ製エコフレックス
）
（Ｇ）耐衝撃改良剤
　（Ｇ－１）コアシェルゴム（三菱レイヨン製メタブレンＳ２００１）
（Ｈ）無機充填剤
　（Ｈ－１）マイカ（山口雲母工業所製Ａ－１１）
【０１２２】
　得られた樹脂組成物をシリンダー温度１８０℃、金型温度９０℃で射出成形を行うこと
により、厚さ３ｍｍのＡＳＴＭ試験片、もしくは、厚さ６ｍｍ、長さ１００ｍｍ、幅１０
０ｍｍの試験片を得た。得られた厚さ３ｍｍの試験片を用い、ＡＳＴＭ法Ｄ７９０に準じ
て曲げ試験を、ＡＳＴＭ法Ｄ２５６に準じてアイゾッド衝撃試験を行った。
【０１２３】
　上記射出成形により得られた、厚さ６ｍｍ、長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍの試験片を
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用いて、中央部に太さ１ｍｍの釘を金槌で貫通するまで打ち込み、釘打ち性について下記
基準に従い３段階で評価した。
◎：問題なく釘を打つことができる。
○：釘を打つことが出きるが、若干表層にスジが発生する。
×：成形品が割れてしまい、釘が打てない。
【０１２４】
　また、上記釘打ち試験で打った釘を手で引き抜くことで釘保持性について下記基準に従
い３段階で評価した。
◎：釘を手で引き抜くことができない。
○：釘を手で強く引くことにより何とか引き抜くことができる。
×：釘を手で引き抜くことが容易にできる。
【０１２５】
　上記射出成形により得られた、長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍ、厚さ６ｍｍの試験片を
用いて、中央部を木工用手引き鋸で切断し、鋸引き性について下記基準に従い３段階で評
価した。
◎：問題なく鋸引きができる。
○：鋸引きができるが、若干表層にスジが発生する。
×：成形品が割れてしまい、鋸引きができない。
【０１２６】
　上記射出成形により得られた、長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍ、厚さ６ｍｍの試験片を
用いて、中央部をボール盤で穴開け加工し、穴開け性について下記基準に従い３段階で評
価した。
◎：問題なく穴開けができる。
○：穴開けができるが、若干表層にスジが発生する。
×：成形品が割れてしまい、穴開けができない。
【０１２７】
　上記射出成形により得られた、長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍ、厚さ６ｍｍの試験片を
１４０℃の熱風乾燥機に１時間静置した後、そりや収縮などの変形の有無を目視で下記基
準により２段階で評価した。
○：変形なし
×：変形あり
【０１２８】
　また、金型温度８５℃の条件で射出成形を行い、厚さ２０ｍｍ、長さ２００ｍｍ、幅１
００ｍｍの成形品を得た。この成形品を長さ５０ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした後、ＪＩ
Ｓ　Ａ５９０５に準じ、吸水厚さ膨張率を測定した。
【０１２９】
　これらの結果を表１に併せて示す。
【０１３０】
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【表１】

【０１３１】
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　表１の結果から、本発明の木材代替材料は、曲げ強度、剛性、木材として必要な釘打ち
性、切削性などの加工性、耐久性および耐熱性に優れることがわかる。また、カルボキシ
ル基反応性末端封鎖剤および／または結晶化促進剤を配合することにより、アイゾット衝
撃値が向上し、耐衝撃性に優れるだけでなく、吸水厚さ膨張率が１％以下であり、吸水時
の寸法変化が小さく、耐水性に優れることから、屋外などの吸水しやすい条件でも十分に
使用できる材料であることがわかる。さらに、脂肪族ポリエステルおよび／または脂肪族
芳香族ポリエステル、耐衝撃改良剤、無機充填剤を配合することで、耐衝撃性が一段と向
上し、釘打ち性や釘保持性に特に優れることがわかる。
【０１３２】
　また、実施例で用いた古紙粉末（Ｂ－１およびＢ－２）について、電気炉で４５０℃、
１２時間処理して灰分量を求めた。さらに、得られた灰分について、蛍光Ｘ線装置を用い
て、分析を行った。分析結果を表２に示す。
【０１３３】
【表２】

【０１３４】
　表１および表２の結果から、アルミニウム、ケイ素、カルシウム、硫黄、マグネシウム
を含み、かつ、アルミニウムの含有量がマグネシウムの含有量よりも２倍以上である紙粉
を用いることにより、曲げ強度、剛性に優れることがわかる。
【０１４２】
　［実施例７］
　表１に示された実施例２の配合物を、３０ｍｍ径の二軸押出機を用い、温度１８０℃、
成形ダイ温度１８５℃の条件で押出し、厚さ１．５ｍｍのボードを得た。厚さ１．５ｍｍ
のボードをパチンコ台ゲージ盤の大きさに切り出し１３枚積層したものを、ホットプレス
機で、温度１７０℃、圧力３ＭＰａ、１５分加圧して、厚さ１９ｍｍのボードを得た。な
お、このボードは、１４０℃の熱風乾燥機に１時間静置しても、そりや収縮などの変形は
なかった。得られたボードに釘打ちした後、枠材、ガラス、ハンドルなどのパチンコ部品
を取付けてパチンコ台とし、１時間球を打ち続けたが、釘が抜けるなどの問題はなく、球
の弾け具合や釘の耐震性も良好であった。また、使用したゲージ盤から部品や釘を取り外
した後、粉砕し再びゲージ盤に再生したところ、問題なく使用することができた。
【０１４３】
　［実施例８～２１、比較例１５～１８］
　表４に示した割合で各種材料を混合し、５０ｍｍ径の二軸押出機を用い、シリンダー温
度１８０℃の条件で溶融混練を行い、樹脂組成物を得た。得られた樹脂組成物をシリンダ
ー温度１８０℃、金型温度８５℃の条件で射出成形を行い、厚さ２０ｍｍ、長さ２００ｍ
ｍ、幅１００ｍｍの成形品を得た。
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【０１４４】
　得られた成形品は、釘打ち性、釘保持性、鋸引き性、穴開け性について、実施例１～１
５と同様の基準に従い評価した。
【０１４５】
　成形品を長さ２００ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした後、支点間距離１５０ｍｍ、荷重速
度１０ｍｍ／ｍｉｎにて曲げ強度を測定した。また、カットした試験片を７０℃の温水中
に２時間浸漬し、さらに常温水中に１時間浸漬した後、濡れたままの状態で、支点間距離
１５０ｍｍ、荷重速度１０ｍｍ／ｍｉｎにて湿潤時曲げ強度を測定した。
【０１４６】
　成形品を長さ５０ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした後、ＪＩＳ　Ａ５９０５に準じ、吸水
厚さ膨張率を測定した。また、成形品を長さ１００ｍｍ、幅１００ｍｍにカットした後、
ＪＩＳ　Ａ５９０５に準じ、含水率を測定した。
【０１４７】
　成形品を長さ１５０ｍｍ、幅５０ｍｍにカットした後、ＪＩＳ　Ａ１４６０に準じ、ホ
ルムアルデヒド放散量を測定し、下記基準により評価した。
◎：０．３ｍｇ／Ｌ以下
○：０．５ｍｇ／Ｌ以下
×：０．５ｍｇ／Ｌより多い
【０１４８】
　これらの結果を表４に示す。
【０１４９】
　［比較例１９～２３］
　厚さ１２～１８ｍｍのＭＤＦ、パーティクルボード、合板を実施例８～２１と同様な方
法で、釘打ち性、釘保持性、鋸引き性、穴開け性、曲げ強度、湿潤曲げ強度、吸水厚さ膨
張率、含水率、ホルムアルデヒド放散量を測定した。
【０１５０】
　これらの結果を表４に示す。
【０１５１】
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【表４】

【０１５２】
　表４の結果より、本発明の木材代替材料は、加工性を有し、曲げ強度が２０ＭＰａより
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大きい値を示しており、木質ボードとしての性能を十分に有している。　また、本発明の
木材代替材料は、カルボキシル基反応性末端封鎖剤および／または結晶化促進剤を配合す
ることにより、湿潤時曲げ強度が１０ＭＰａより大きく、吸水厚さ膨張率が１％以下、含
水率が１％以下であることから、吸水しても十分な強度を有し、吸水時の寸法変化が小さ
く、木質ボードや合板に比べ耐水性に格段に優れるため、屋外など吸水しやすい条件でも
十分に使用できる材料であることがわかる。
【０１５３】
　　さらに、脂肪族ポリエステルおよび／または脂肪族芳香族ポリエステル、耐衝撃改良
剤、無機充填剤を配合することで、釘打ち性や釘保持性に特に優れることがわかる。
【０１５４】
　　また、本発明の木材代替材料は、ホルムアルデヒド放散量が格段に少ない材料である
ことがわかる。
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